
○遺失物法等の施行について

（平成19年10月９日島会甲第2216号ほか県警察本部長通達）

遺失物法（平成18年法律第73号。以下「法」という。）は、現行の遺失物法（明治32年法

律第87号。以下「旧法」という。）の全部を改正する法律として、別添１のとおり平成18年

６月15日に公布され、別添２のとおり平成19年12月10日から施行されることとなった。

これに伴い、遺失物法施行令（平成19年政令第21号。以下「令」という。）が別添２のと

おり平成19年２月９日に、遺失物法施行規則（平成19年国家公安委員会規則第６号。以下

「規則」という。）が別添３のとおり同年３月27日にそれぞれ公布され、いずれも法の施行

の日から施行されることとなった。

法、令及び規則（以下「法等」という。）の概要及び運用上の留意事項は下記のとおりで

あるので、法等の適切かつ円滑な施行に万全を期されたい。

記

１ 法等の概要

(1) 趣旨

法は、遺失物、埋蔵物その他の占有を離れた物の拾得及び返還に係る手続その他そ

の取扱いに関し必要な事項を定めることとされた。（法第１条関係）

(2) 拾得者の義務

ア 拾得者は、速やかに、拾得をした物件を遺失者に返還し、又は警察署長に提出し

なければならないこと等とされた。（法第４条第１項関係）

イ 施設において物件（埋蔵物を除く。(10)から(14)まで及び(17)において同じ。）の

拾得をした拾得者（当該施設の施設占有者を除く。）は、アにかかわらず、速やかに、

当該物件を当該施設の施設占有者に交付しなければならないこととされた。（法第４

条第２項関係）

ウ ア及びイに係る規定は、動物の愛護及び管理に関する法律（昭和48年法律第105

号）第35条第２項に規定する犬又はねこに該当する物件について同項の規定による

引取りの求めを行った拾得者については、適用しないこととされた。（法第４条第３

項関係）

(3) 書面の交付

警察署長は、物件の提出を受けたときは、拾得者に対し、提出を受けたことを証す

る書面を交付することとされた。（法第５条関係）

(4) 公告等

警察署長は、提出を受けた物件の遺失者を知ることができず、又はその所在を知る

ことができないときは、物件の種類及び特徴等を公告しなければならないこと等とさ

れた。（法第７条関係）

(5) 警察本部長による通報及び公表

ア 警視総監又は道府県警察本部長（以下「警察本部長」という。）は、当該都道府県

警察の警察署長が公告をした物件が１万円以上の現金等の貴重な物件であるときは、

当該物件の種類及び特徴等を他の警察本部長に通報することとされた。（法第８条第



１項及び規則第11条関係）

イ 警察本部長は、当該都道府県警察の警察署長が公告をした物件及び他の警察本部

長から通報を受けた物件のうち当該都道府県警察の管轄区域内で拾得されたものに

関する情報を、インターネットの利用により公表することとされた。（法第８条第２

項及び規則第12条関係）

(6) 売却等

ア 警察署長は、提出を受けた物件が滅失し、若しくは毀損するおそれがあるとき、
き

又はその保管に過大な費用若しくは手数を要するときは、(27)の物件を除き、これ

を売却することができることとされた。（法第９条第１項関係）

イ 警察署長は、提出を受けた物件（埋蔵物及び(27)の物件を除く。）が傘、衣服等又

は動物である場合において、公告の日から２週間以内にその遺失者が判明しないと

きは、これを売却することができることとされた。（法第９条第２項及び令第３条関

係）

ウ 売却に要した費用は、売却による代金から支弁することとされ、売却をしたとき

は、物件の保管、返還及び帰属については、売却による代金から売却に要した費用

を控除した残額を当該物件とみなすこととされた。（法第９条第３項及び第４項関

係）

(7) 処分

警察署長は、提出を受けた物件が滅失し、若しくは毀損するおそれがある場合若し
き

くはその保管に過大な費用若しくは手数を要する場合又は(6)イの場合において、売却

につき買受人がないとき等は、当該物件を廃棄し、又は当該物件を引き渡すことが適

当と認められる者に引き渡すこと等ができることとされた。（法第10条及び令第４条関

係）

(8) 返還時の措置

ア 警察署長は、提出を受けた物件を遺失者に返還するときは、その者が当該物件の

遺失者であることを確認し、かつ、受領書と引換えに返還しなければならないこと

とされた。（法第11条第１項関係）

イ 警察署長は、拾得者の同意があるときに限り、遺失者の求めに応じ、拾得者の氏

名等を告知することができることとされ、また、その同意をした拾得者の求めに応

じ、遺失者の氏名等を告知することができることとされた。（法第11条第２項及び第

３項関係）

(9) 照会

警察署長は、提出を受けた物件の遺失者への返還のため必要があるときは、公務所

又は公私の団体に照会して必要な事項の報告を求めることができることとされた。（法

第12条関係）

(10) 施設占有者の義務等

拾得者から物件の交付を受けた施設占有者は、速やかに、当該交付を受けた物件を

遺失者に返還し、又は警察署長に提出しなければならないこと等とされた。（法第13条

関係）

(11) 施設占有者による書面の交付



拾得者から物件の交付を受けた施設占有者は、拾得者の請求があったときは、交付

を受けた物件の種類及び特徴等を記載した書面を交付しなければならないこととされ

た。（法第14条関係）

(12) 不特定かつ多数の者が利用する施設における掲示

施設占有者のうち、その施設を不特定かつ多数の者が利用するものは、物件の交付

を受け、又は自ら物件の拾得をしたときは、その施設を利用する者の見やすい場所に

当該物件の種類及び特徴等を掲示しなければならないこと等とされた。（法第16条関

係）

(13) 特例施設占有者に係る提出の免除

不特定かつ多数の者が利用する施設の施設占有者のうち、交付を受け、又は自ら拾

得をする物件が多数に上り、かつ、これを適切に保管することができる者として一定

の鉄道事業者等又は都道府県公安委員会等の指定を受けた施設占有者に該当するもの

（以下「特例施設占有者」という。）は、交付を受け、又は自ら拾得をした物件（10万

円以上の現金等の高額な物件を除く。）を遺失者に返還することができない場合におい

て、交付又は拾得の日から２週間以内に、当該物件に関する事項を警察署長に届け出

たときは、警察署長に当該物件の提出をしないことができること等とされた。（法第

17条並びに令第５条及び第６条関係）

(14) 特例施設占有者による売却及び処分

特例施設占有者は、警察署長に届出をして保管する物件（以下「保管物件」とい

う。）について、警察署長における場合と同様の要件の下、これを売却又は処分するこ

とができること等とされた。（法第20条及び第21条関係）

(15) 特例施設占有者による返還時の措置

特例施設占有者による保管物件の返還時の措置として、警察署長による返還時の措

置と同様の規定を定めることとされた。（法第22条関係）

(16) 特例施設占有者による帳簿の記載等

特例施設占有者は、帳簿を備え、保管物件に関する事項を記載し、これを記載の日

から３年間保存しなければならないこととされた。（法第23条及び規則第39条関係）

(17) 報告等

都道府県公安委員会は、法の施行に必要な限度において、施設占有者に対し、その

交付を受け、又は自ら拾得をした物件に関し、報告又は資料の提出を求めることがで

きることとされ、また、特例施設占有者に対し、保管物件に関し報告若しくは資料の

提出を求め、又は保管物件の提示を求めることができることとされた。（法第25条関

係）

(18) 指示

都道府県公安委員会は、施設占有者若しくは特例施設占有者又はその代理人、使用

人その他の従業者が一定の法の規定に違反した場合等において、遺失者又は拾得者の

利益が害されるおそれがあると認めるときは、その利益を保護するため必要な限度に

おいて、当該施設占有者又は特例施設占有者に対し、必要な指示をすることができる

こととされた。（法第26条関係）

(19) 費用



物件の提出、交付及び保管に要した費用（誤って他人の物を占有した者が要した費

用を除く。）は、当該物件の返還を受ける遺失者又は当該物件の所有権を取得してこれ

を引き取る者の負担とすること等とされた。（法第27条関係）

(20) 報労金

物件（誤って占有した他人の物を除く。）の返還を受ける遺失者は、当該物件の価格

の100分の５以上100分の20以下に相当する額の報労金を拾得者に支払わなければなら

ないこととされた。ただし、当該物件の交付を受けた施設占有者があるときは、拾得

者及び当該施設占有者に対し、それぞれ当該額の２分の１の額の報労金を支払わなけ

ればならないこと等とされた。（法第28条関係）

(21) 費用及び報労金の請求権の期間の制限

費用及び報労金は、物件が遺失者に返還された後１か月を経過したときは、請求す

ることができないこととされた。（法第29条関係）

(22) 拾得者等の費用償還義務の免除

拾得者は、あらかじめ警察署長（施設において物件を拾得した拾得者にあっては、

施設占有者）に申告して物件に関する一切の権利を放棄し、費用を償還する義務を免

れることができることとされた。（法第30条関係）

(23) 遺失者の費用償還義務等の免除

遺失者は、物件についてその有する権利を放棄して、費用を償還する義務及び報労

金を支払う義務を免れることができることとされた。（法第31条関係）

(24) 遺失者の権利放棄による拾得者の所有権取得等

すべての遺失者が物件についてその有する権利を放棄したときは、拾得者が当該物

件の所有権を取得すること等とされた。（法第32条関係）

(25) 施設占有者の権利取得等

施設において物件を拾得した拾得者が、その交付をした物件について権利を放棄し

たとき、又は権利を失ったときは、当該交付を受けた施設占有者を拾得者とみなして、

民法（明治29年法律第89号）第240条等の規定を適用することとされた。（法第33条関

係）

(26) 費用請求権等の喪失

拾得をした物件若しくは交付を受けた物件を横領したことにより処罰された者又は

拾得の日から１週間以内に物件の提出をしなかった拾得者等は、その拾得をし、又は

交付を受けた物件について、費用及び報労金を請求する権利並びに物件の所有権を取

得する権利を失うこととされた。（法第34条関係）

(27) 所有権を取得することができない物件

法令の規定によりその所持が禁止されている物（一定の銃砲及び刀剣類を除く。）に

該当する物件又は個人の身分若しくは地位若しくは個人の一身に専属する権利を証し、

若しくは個人の秘密に属する事項が記録された文書、図画若しくは電磁的記録等に該

当する物件（以下「個人情報関連物件」という。）については、民法第240条等の規定

にかかわらず所有権を取得することができないこととされた。（法第35条及び令第10条

関係）

(28) 拾得者等の所有権の喪失



物件の所有権を取得した者は、当該取得の日から２か月以内に当該物件を警察署長

又は特例施設占有者から引き取らないときは、その所有権を失うこととされた。（法第

36条関係）

(29) 都道府県への所有権の帰属等

ア 物件（個人情報関連物件を除く。）について、すべての遺失者がその有する権利を

放棄した場合又は公告をした後３か月以内（埋蔵物にあっては、６か月以内。イに

おいて同じ。）に遺失者が判明しない場合において、所有権を取得する者がないとき

は、当該物件の所有権は、警察署長が保管する物件にあっては当該警察署の属する

都道府県（法令の規定によりその所持が禁止されている物（一定の銃砲及び刀剣類

を除く。）に該当する物件にあっては、国）に、特例施設占有者が保管する物件にあ

っては当該特例施設占有者に、それぞれ帰属することとされた。（法第37条第１項関

係）

イ 警察署長は、提出を受けた物件のうち、個人情報関連物件について、すべての遺

失者がその有する権利を放棄したとき、又は公告をした後３か月以内に遺失者が判

明しないときは、速やかにこれを廃棄しなければならないこととされ、また、特例

施設占有者についても、保管物件について、同様の規定が設けられた。（法第37条第

２項及び第３項関係）

(30) 方面公安委員会への権限の委任

法の規定により道公安委員会の権限に属する事務は、道警察本部の所在地を包括す

る方面を除く方面については、当該方面公安委員会が行うこととされた。（法第38条及

び令第11条関係）

(31) 罰則

所要の罰則が設けられた。（法第41条から第44条関係）

(32) 経過措置

所要の経過措置が設けられた。（法附則第２条関係）

(33) 民法の一部改正

民法第240条が改正され、所有者が判明しないことにより拾得者が物件の所有権を取

得するのに要する期間について、公告をした後３か月とされた。（法附則第３条関係）

２ 運用上の留意事項

(1) 法等の適切な運用

遺失物行政は、警察行政の中でも県民に最も身近なものの一つであり、その業務運

営の適否が警察に対する県民の信頼の確保に大きく関わるものであることを念頭に置

き、法等の適切な運用を図ること。特に、法の成立に際し、平成18年５月31日の衆議

院内閣委員会及び同年６月８日の参議院内閣委員会において、それぞれ附帯決議が付

されていることから（別添４及び５参照）、法等の運用に当たっては、これらの決議の

趣旨を十分に尊重すること。

(2) 指導監督の徹底

遺失物の取扱いに関する業務は、会計部門の警察職員のみならず、当直勤務等を通

じ、すべての職員が行う可能性のあるものであることを踏まえ、その適切な運用が確

保されるよう、あらゆる機会を活用して改正の要点及び法等の内容の教養を徹底する



こと。特に、地域警察部門においては、物件の提出を受け、又は遺失届を受理する機

会が多いことから、地域警察部門の幹部にあっては、会計部門の幹部と緊密な連携を

取りつつ、交番、駐在所等における物件の取扱い及び遺失届の受理等の適正を確保す

るため、部下職員に対するきめ細かな指導監督を徹底すること。

(3) 遺失物管理システムの運用

法第８条第１項の規定による通報及び同条第２項の規定による公表を適切に実施す

るために別途整備する遺失物管理システムを適切に運用すること。

(4) 施設占有者との緊密な連携

法第13条による施設占有者の義務等が規定されたことから、施設において拾得され

た物件について適切な取扱いができるよう、施設占有者と緊密な連携を図ること。

(5) 積極的な広報啓発活動

法等が広く県民に関わる事項を規定したものであることを踏まえ、改正の要点及び

法等の内容について、リーフレット等の配布、ミニ広報紙の発行のほか、他機関の広

報紙への掲載その他の各種広報媒体を活用するなど積極的な広報啓発活動を行うこと。

(6) 円滑な施行に向けた体制作り

会計部門及び地域警察部門はもとより各部門が総合的に連携し、法等の円滑な施行

に向けた体制の確立を図ること。

別添 〔略〕


